
京都府防災会議・国民保護協議会 

 
日時：令和７年５月 26 日 (月 )10 時 00 分～ 

場所：京都府危機管理センター災害対策本部会議室 

 

次    第 

 

 

１ 協議事項 

（1）京都府地域防災計画の改定について 

（2）第四次京都府戦略的地震防災対策指針及び同推進プランの策定について 

(3) 京都府水防計画の改定について 

 

２ 報告事項 

（1）第三次京都府戦略的地震防災対策指針及び同推進プランの進捗状況について 

（2）京都府内の地震被害想定見直し結果について 

（3）南海トラフ地震の被害想定見直し結果（国公表）について 

（4）「公的備蓄等に係る基本的な考え方」の見直しについて 

（5）令和７年度京都府総合防災訓練について 

（6）令和７年度京都府原子力防災訓練について 

（7）令和７年度近畿地方 DMATブロック訓練について 

（8）国民保護の取組について 

（9）京都府防災会議会長の専決処分（市町村地域防災計画修正）について 

 

３ 参考資料 

（参考 1）防災教育の取組について 

（参考 2）水害等避難行動タイムラインの作成状況について 

（参考 3）個別避難計画の作成に係る取組について 

（参考 4）京都府業務継続基本指針及び京都府庁地震業務継続マニュアルの改訂について 



資料一覧 
 

（協議事項） 

【資料 1-1】令和７年度京都府地域防災計画の主な改定内容(案) 

【資料 1-2】防災基本計画修正（令和６年６月）の概要 

【資料２】第四次京都府戦略的地震防災対策指針及び同推進プランの策定について  

【資料３】京都府水防計画の改定について 

（報告事項） 

【資料 4-1】第三次京都府戦略的地震防災対策推進プラン進捗状況 

【資料 4-2】第三次京都府戦略的地震防災対策指針の評価（アウトカム評価） 

【資料５】京都府内の地震被害想定見直し結果について 

【資料６】南海トラフ地震の被害想定見直し結果（国公表）について 

【資料 7-1】「公的備蓄等に係る基本的な考え方」の見直しについて 

【資料 7-2】公的備蓄等に係る基本的な考え方（案） 

【資料 7-3】市町村別の最大避難者数 

【資料８】令和７年度京都府総合防災訓練について 

【資料９】和７年度京都府原子力防災訓練について 

【資料 10】令和７年度近畿地方 DMATブロック訓練について 

【資料 11】国民保護の取組について 

【資料 12】京都府防災会議会長の専決処分（市町村防災計画修正）について 

（参考資料） 

【参考資料１】防災教育の取組について 

【参考資料２】水害等避難行動タイムラインの作成状況について 

【参考資料３】個別避難計画の作成に係る取組について 

【参考資料４】京都府業務継続基本指針及び京都府庁地震業務継続マニュアルの改訂について 

（別添資料） 

【別添１（資料１関係）】令和７年度京都府地域防災計画新旧対照表(改正案)  

【別添２（資料２関係）】第四次京都府戦略的地震防災対策指針（最終案） 

【別添３（資料２関係）】第四次京都府戦略的地震防災対策推進プラン（最終案） 

【別添４（資料３関係）】京都府水防計画新旧対照表 

【別添５（参考資料４関係）】京都府業務継続基本指針 

【別添６（参考資料４関係）】京都府庁業務継続計画（全庁版） 
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令和７年度京都府地域防災計画の主な改定内容（案） 

 

１ 国の防災基本計画の修正に合わせた改定 

(1) 最近の施策の進展等を踏まえた改定 

○ 避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援について 

→ 車中避難者に対する物資支援、被災者支援に係る情報提供について追記 

→ 在宅避難者等に対する物資支援、保健師等による巡回健康相談の実施、在宅避難者等が利 

用しやすい場所に支援のための拠点を設置することについて追記 

 

(2) 関連する法令の改正を踏まえた改定 

  ○ 医療法の改正 

・ 保健医療福祉活動チームに災害支援ナースを追記 

 

(3) 令和６年能登半島地震を踏まえた改定 

○ 被災地の情報収集及び進入方策 

 ・ ヘリコプター、無人航空機、ライブカメラによる情報収集について 

  → 府内各所に設置されたライブカメラによる情報収集、ヘリコプター及び無人航空機が撮影し 

た空撮映像の危機管理センターへの伝送について追記 

 ・ 災害救助用資機材の小型・軽量化などについて 

→ 災害救助用資機材の整備について、被災地の道路状況が悪く海路や空路の活用も想定した 

車両や資機材の小型・軽量化について追記 

○ 自治体支援 

・ 応援職員等の宿泊場所を確保するため、ホテル・旅館、公共施設の空きスペースなど、宿泊

場所として活用可能な施設等のリスト化について 

→ 関係機関からの応援職員等の宿泊場所の確保が困難となる場合も想定して、ホテル・旅館、 

公共施設の空きスペースや車両を駐車できる空き地などのリスト化について追記 

    ○ 避難所運営 

   ・ 避難所開設当初からのパーティションや簡易ベッド等を設置について 

・ 栄養バランスのとれた適温の食事や入浴、防災井戸等による生活用水の確保、福祉的な支援

の実施について 

・ 簡易トイレ、トイレカー、トイレトレーラー等のより快適なトイレの設置について 

    ○ 物資調達・輸送 

   ・ 国の物資システムの活用や孤立地域への輸送のためのヘリコプター及び無人航空機等の輸送

手段の確保について 

 

資料 1-1 

1



 

 

 

２ 地域防災計画の震災対策編の基本理念と減災目標を見直し 

・ 新たな「第四次京都府戦略的地震防災対策指針」に掲げた基本理念及び減災目標を反映 

・ 指針の実行計画である「第四次京都府戦略的地震防災対策推進プラン」に基づいた地震防災

対策を推進 

 

３ 全国各地での林野火災の多発を踏まえた改定 

  ・ 林野火災等の突発的大事故が発生するおそれがある段階から情報収集を行うため、事故警戒本    
部（基本配備）を設置 

 

４ その他 

(1) 令和７年４月１日付組織改正を踏まえた改定 

○ 災害対策本部事務分掌等の改定 

 

(2) 国の南海トラフ地震被害想定の見直し結果を踏まえた改定 

 ○ 令和７年３月に公表された国の南海トラフ地震被害想定結果を反映 

  ※南海トラフ地震臨時情報に係る対応については、指針及び推進プランで追記 

 

(3) 多様な視点での防災対策意見交換会を踏まえた改定 

 ○ 地域住民や自主防災組織などとも協力し、在宅避難者等に係る情報の把握に努めることを追記 
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防災基本計画修正（令和６年６月）の概要

主な修正項目

■防災基本計画
  災害対策基本法に基づき、中央防災会議が作成する我が国の防災に関する総合的かつ長期的な計画で、

  指定行政機関や指定公共機関が作成する防災業務計画や、自治体が作成する地域防災計画の基本となるもの

令和６年能登半島地震を踏まえた修正

※今後、政府においては、中央防災会議・防災対策実行会議の下に設置するワー
キンググループで、引き続き有識者等を交えた検証を行うとともに、フェーズごとに
災害対応業務を「見える化」することや、実践的な訓練・研修等に取り組んでいく。

○被災地の情報収集及び進入方策

○避難所運営

○物資調達・輸送

○自治体支援
・派遣職員が現地で自活できる資機材や装備品の充実
・応援職員等の宿泊場所として活用可能な施設やス
ペース等のリスト化

・パーティション、段ボールベッド等の避難所開設当初
からの設置

・避難所における生活用水の確保
・トイレカー等のより快適なトイレの設置への配慮
・高齢化の進展を踏まえた福祉的な支援の充実・明確化
・保健医療福祉に係る支援者（JRAT、JDA-DAT等）の明確化

・運送事業者等との連携による、物資輸送拠点の効率的
な運営に必要な人員、資機材等の速やかな確保

・車両や資機材の充実・小型化・軽量化
・無人航空機、SAR衛星、衛星インターネット等の活用
・海路・空路を活用した道路啓開に向けた調整
・道路管理者と生活インフラ事業者との連携強化

＜その他各省庁における振り返り＞
  ○長時間継続する津波の見通し等に関する解説
○より実態に即した液状化リスク情報の提供

最近の施策の進展等を踏まえた修正

関連する法令の改正を踏まえた修正
＜活動火山対策特別措置法の改正＞
  ○活動火山対策の強化
 ・火山調査研究推進本部の設置
 ・「火山防災の日」を活用した防災知識の普及
 ・登山届等を容易に提出できる仕組みへの配慮

○水害対策の強化
 ・道路のアンダーパス冠水等を踏まえた対策の強化

○新たな総合防災情報システムの運用開始
 ・防災情報の総合防災情報システム（SOBO-WEB）への集約

＜医療法の改正＞
  ○災害支援ナースの充実・強化

＜災害対策基本法施行令の改正＞
  ○緊急通行車両確認標章等の事前交付

○避難所以外で避難生活を送る避難者等への支援
 ・自治体、保健師、福祉関係者等の間で連携した状況把握の実施
 ・在宅避難者、車中泊避難者に対する支援に係る拠点の
設置や、被災者支援に係る情報の提供

＜水防法及び気象業務法の改正＞
  ○国が取得した指定洪水予報河川に関する予測水位情
報について、都道府県の求めに応じた提供の実施

＜令和６年能登半島地震に係る検証チーム＞
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第四次京都府戦略的地震防災対策指針及び同推進プランの策定について 
 

１ 策定の趣旨 

      令和６年能登半島地震の教訓や、府内で最大の被害が想定されている花折断層帯地震

など主要な活断層による地震の被害想定の見直し結果等を踏まえ、孤立集落対策の強化、

避難所の生活環境の確保、備蓄体制の強化、要配慮者対策の強化に重点的に取り組み、

府民の生命と生活を守る。 
 
２ 見直しの視点 

      地震対策専門家会議の意見や府関係部局、市町村等関係機関との協議を踏まえ、以

下の視点で見直しを実施 

①府内の主要な活断層による地震の被害想定の見直し結果を踏まえる 

②令和６年能登半島地震等の近年の自然災害における教訓を踏まえる 

③新たに整備した京都府危機管理センターの機能を最大限活用する 
※その他、府総合計画、 国の防災基本計画、関西広域防災・減災プランなどの改訂内容についても反映 

 

３ 概要 

 （１）指 針 

   ・基本理念 

    南海トラフ地震及び直下型地震の発生の可能性が高まる中、これまでの災害から

の教訓を踏まえ、ハード・ソフト一体的な地震防災対策により災害に強い京都を

実現し、府民の生命と生活を守る。 

   ・減災目標 

    ハード・ソフト一体的な地震防災対策を推進するとともに、被災者の命と健康を守

るきめ細やかな対策により被害を最小化し、死者ゼロを目指す。 

・対策の５つの柱 

①地震による被害を抑止するまちづくり（建物や上下水道の耐震化などハード対策） 

②地震による被害を軽減する人づくり（防災教育などソフト対策） 

③行政等の災害対応力の向上（応援・受援体制の確保や孤立対策等） 

④被災後の命と健康を守る対策（避難所の環境整備等） 

⑤被災地の地域特性や被災者のニーズを考慮した復旧・復興（応急仮設住宅による住まいの再建等） 
 

（２）推進プラン 

・指針における「対策の５つの柱」を推進するための具体的な事業を記載 

【新プランの事業数】295事業 
※能登半島地震の教訓等を踏まえた新規・拡充項目 96事業（新規：68、拡充：28） 
※現行プランから完了した事業などの整理を実施 ▲106事業 

 
４ 計画期間 

指   針：令和７（2025）年度～令和 16（2034）年度（10年間） 

推進プラン：令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度（５年間） 
 
 
 
 
 
 

資料２ 
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５ 見直しの経過（地震対策専門家会議の実施状況） 
 

 （１）地震対策専門家会議の設置の目的 

   令和６年能登半島地震における教訓や課題、地震被害想定の見直し結果等を踏ま

え、現行の「第三次京都府戦略的地震防災対策指針及び推進プラン」を見直すととも

に、府の地震対策に係る様々な課題について、専門的な知見から対応案を検討するた

め設置 

 

 （２）会議の経過 

   ・第１回会議（令和６年４月 24日） 

      次期指針及び推進プランの策定方針の決定及び花折断層帯地震の被害想定の提示 

 

・第２回会議（令和６年８月 19日） 

    令和６年能登半島地震等を踏まえた検討課題への対策について協議 

 

・第３回会議（令和６年 12月３日）：中間案を提示 

      指針における基本理念や減災目標、施策体系の見直しのほか、具体的事業等を検討 

 

・第４回会議（令和７年２月 28日）：最終案を提示 

     地震調査本部による南海トラフ地震発生確率の再計算結果による修正や、内閣

府の避難所ガイドラインの改正内容など、中間案提示後の新たな動きを反映した

最終案について協議 
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１ 指針の概要について 

 

(１) 策定の趣旨 

令和６年能登半島地震の教訓や、府内で最大の被害が想定されている花折断層帯地震な

ど主要な活断層による地震の被害想定の見直し結果など、現行の指針策定時からの状況変

化等を踏まえ、新たに指針及び推進プランを策定する。 

 

(２) 計画期間 

 指   針：令和７（2025）年度～令和 16（2034）年度（10年間） 

推進プラン：令和７（2025）年度～令和 11（2029）年度（５年間） 

 

(３) 基本理念 

 令和６年能登半島地震などこれまでの災害の教訓を踏まえ、ハード・ソフト一体となっ

た地震防災対策を実施することにより、京都府総合計画に掲げる「災害に強い京都」を実

現し、府民の生命と生活を守ることを基本理念とする。 

 

(４) 減災目標 

 京都府総合計画に掲げるハード・ソフト一体的な地震防災対策の推進と合わせ、被災後

の災害関連死を防ぐ「被災者の命と健康を守るきめ細やかな対策」の実施により、被害を

最小化し、「死者ゼロを目指す」ことを最終的な減災目標として設定 

 

(５) 対策の５つの柱 

①地震による被害を抑止するまちづくり（建物や上下水道の耐震化などハード対策） 

②地震による被害を軽減する人づくり（防災教育などソフト対策） 

③行政等の災害対応力の向上（応援・受援体制の確保や孤立対策等） 

④被災後の命と健康を守る対策（避難所の環境整備等） 

⑤被災地の地域特性や被災者のニーズを考慮した復旧・復興（応急仮設住宅による住まいの再建等） 

 

 

 

 

 

 

 

南海トラフ地震及び直下型地震の発生の可能性が高まる中、これまでの災害からの教

訓を踏まえ、ハード・ソフト一体的な地震防災対策により災害に強い京都を実現し、府

民の生命と生活を守る。 

ハード・ソフト一体的な地震防災対策を推進するとともに、被災者の命と健康を守る

きめ細やかな対策により被害を最小化し、死者ゼロを目指す。 

6



 

 

２ 推進プランの概要について 

 

（１） 推進プランの内容 

  指針における「対策の５つの柱」を推進するための具体的事業について記載 

対策の５つの柱 
事 業 数 

 うち新規・拡充 

１ 地震による被害を抑止するまちづくり ７２ ４ 

２ 地震による被害を軽減する人づくり ４４ １０ 

３ 行政の災害対応力の向上 ５３ ２４ 

４ 被災後の命と健康を守る対策 １０１ ４６ 

５ 被災地の地域特性や被災者のニーズを考慮した復旧・復興 ２５ １２ 

合     計 ２９５ ９６ 

 

（２） 主なポイント 

   

■孤立集落対策の強化 

空路・海路による救助能力の強化や支援部隊等の受援体制の整備など 

 

■避難所の生活環境の確保 

トイレや食事、ベッドやパーティションの提供など 

 

■備蓄体制の強化 

  備蓄の数量や品目、対象者（車中泊避難者等）の拡大など 

 

■要配慮者対策の強化 

 福祉避難所の確保や福祉支援の充実（応援・受援体制の強化等）など 
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（３） 推進プランにおいて取り組む主な事業   ＜◎：新規事業、〇：拡充事業、●：継続事業＞ 
 

①地震による被害を抑止するまちづくり 

◇建物の耐震化を進める 

●木造住宅等の耐震化を進める。（耐震改修補助事業の実施） 

●各市町村等と連携して家具の固定化等の室内安全対策等を進める。 

●医療機関の耐震診断、耐震化を進める。 

●社会福祉施設の耐震診断、耐震化を進める。 
 

◇火災に強いまちづくりを進める 

○感震ブレーカー等の設置及び地震発生時の火気の使用停止等、火災の発生を防止するための準備や行動に

ついて普及・啓発を行う。 

●密集市街地対策を進め、「地震時等に著しく危険な密集市街地」を解消する。 
 

◇地震に強い基盤整備を進める 

◎新たに策定した上下水道耐震化計画に基づき急所施設及び避難所等の重要施設に係る管路等の耐震化等を

進める。 

●府管理の緊急輸送道路の改良整備（拡幅）を進める。 

●府管理の緊急輸送道路の道路橋の耐震化を進める。 

●急傾斜地に係る土砂災害警戒区域の対策工事を進める。 
 

 

②地震による被害を軽減する人づくり 

◇自助力を強化する（自助） 

●平時から災害や災害時の行動に関して学び、自助意識を高める。（府職員出前語らいによる啓発等） 

○地震・津波防災に関する広報・啓発活動を実施する。（緊急地震速報・南海トラフ地震臨時情報、津波フ

ラッグ、地震や火災等における早期避難等について啓発） 
 

◇地域力を強化する（互助・共助） 

○機能別団員など消防団に加入しやすい環境づくりを進め、消防団の活性化を図る。 

◎津波注意報・警報発表時の避難経路・避難場所などを定めた津波避難タイムラインの策定を支援する。 

◎府と市町村が連携し、地域防災のリーダーとなる役割が期待される防災士を育成する。 

●水害等避難行動タイムラインの策定により地域の共助体制を強化する。 

〇防災士や大学生など地域の様々な構成主体が参加した防災訓練等を実施する。 
 

◇地域の危険情報を共有する（自助・共助） 

●土砂災害警戒区域等の調査を行い、区域を追加指定する。 
 

◇学校の防災力を強化する（共助） 

〇学校安全計画に基づき発達の段階を踏まえた防災教育を実施する。 

◎災害時学校支援チームによる児童の心のケアや学校の早期再開を支援する。 
 

◇企業・大学等の防災力を強化する（自助・共助） 

〇企業の防災力（防災計画の策定、帰宅困難時の対策等）の強化を支援する。 
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◇多様な視点で取り組む（共助・公助） 

●多様な視点を踏まえた防災対策を検討するための意見交換会等を実施する。 

 

③行政等の災害対応力の向上 
 

◇災害対策本部機能を整備・強化する 
 ◎危機管理センター及び支部機能の代替機能を確保する。 

◎非常時専任職員等の府職員の災害対応力の向上を図る。 

◎南海トラフ地震臨時情報への対応について、対応マニュアルの作成を行う。 

○大規模地震発生時の業務継続計画について、改定を行う。 

◎ドローンやヘリテレ映像等により火災等の災害事象の早期覚知や被災状況の把握を強化する。 

○「きょうと危機管理 WEB」等の情報発信ツールについて周知を図る。 

◎オペレーションルームにおいて、国・他府県・関係機関からの応援職員と情報共有や各種調整等を行う。 

◎ホテル・旅行業界と連携し、国・他府県・関係機関からの応援職員を受け入れる宿泊施設等を確保する。 

◎他府県、関係機関のヘリを円滑に活用するための航空受援体制を充実・強化する。 

〇広域防災活動拠点等の機能の拡充、対応力の向上を図る。 
 

◇防災関係機関との救助・救出体制を整備・強化する 

◎小型化された消防車両、救助資機材等整備を進める。 

〇消防団・自主防災組織等による「ふるさとレスキュー」の救助対応力を強化する。 

◎孤立可能性の高い地域における空路・海路による救助能力の向上を図る。 

 
 

④被災後の命と健康を守る対策 

◇被災者の生活の質を確保する 

●避難所の耐震化を進める。 

◎新たな資機材を活用した避難所の環境整備を進める。（水循環型シャワー、手洗いスタンド等の活用）  

◎避難所における防災ＤＸの活用を促進する。（衛星通信システムの活用等） 

◎多様なニーズに配慮した避難所の自主的な運営を支援する。 

◎避難所における快適なトイレ環境や入浴施設を確保する。（洋式トイレ・マンホールトイレ・災害用浄化

槽の設置促進、トイレトレーラーの広域的な確保、民間入浴施設の活用等） 

◎避難生活の長期化に伴う避難所の食事環境を整備する。（炊き出し資機材等の確保、キッチンカーの活用

等） 

◎避難所におけるプライバシーの確保や健康維持に必要な資機材を確保する。（パーティション、段ボール

ベッド等） 

◎在宅避難者や車中泊避難者など指定避難所以外の避難者に対する物資提供等を行う。 

◎保健医療福祉活動チームが連携し、避難者（自宅避難者等を含む）の健康管理等を行う。 
 

【保健医療福祉活動チーム】 

災害派遣医療チーム（DMAT）、救護班（医師会、日本赤十字社等）、保健師・管理栄養士チーム、 

災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）、災害派遣福祉チーム（DWAＴ）、 

災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）、日本リハビリテーション支援協会（JRAT） 等 

 

◎避難生活の長期化等に備えたホテル・旅館等の広域的な避難所としての活用等を促進する。 
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◇保健・医療・福祉提供体制を確保する 

●災害拠点病院の機能確保や SCU(広域医療搬送拠点)の整備・充実等を進める。 

◎災害薬事コーディネーターによる適切な医薬品提供体制等を確保する。 

●災害拠点病院以外の病院における BCP 策定を促進する。 

◎要配慮者の広域搬送手段の確保及びホテル・旅館等の広域的な避難所としての活用等を促進する。 

〇避難行動要支援者の個別避難計画の策定、個別避難計画に基づいた訓練を実施する。 

◎福祉避難所の確保及び運営体制を強化する。（福祉避難所の状況調査、応援・受援体制の強化等） 

◎避難所における保健・福祉支援を充実する。（京都 DWAT の養成、他府県からの応援・受援体制の強化等） 

◎社会福祉施設等の BCP 策定を支援する。（職員の応援、受援体制の確保等） 

 

◇物資の円滑な供給を図る 

〇新たな「公的備蓄に係る基本的な考え方」に基づき、必要な備蓄物資を確保する。 
 

対象日数の見直し（１日→３日） 

対象者の見直し（在宅避難等を含む全避難者を対象に） 

食数の見直し（1 人１日あたり２食→３食） 

重点備蓄品目の追加（乳児用ミルク、トイレットペーパー） 等 
 

〇備蓄倉庫の建て替えや民間企業等との連携により新たな保管場所を確保する。 

◎孤立集落発生に備えた避難場所及び備蓄物資を確保する。 

◎民間企業や自衛隊、市町村等と連携した広域物資輸送体制を確保する。 

◎ヘリ・ドローン等を活用し、孤立集落への物資輸送を行う。 

 

◇インフラ・ライフラインの迅速な応急復旧を図る 

 ◎上下水道事業における災害時の代替性・多重性の確保に向けた取組を進める。 

（市町村における応急給水計画等の策定を支援、防災井戸・給水車の確保等を含めた広域地震防災対策を
推進）  

◎地域における防災井戸や指定避難所の耐震性貯水槽の整備など分散的な取水手段を確保する。 

◎防災拠点への衛星通信システムの設置等による通信環境を確保する。 

◎インフラ・ライフラインの復旧に係る訓練や関係機関との連携強化を図る。（情報提供や訓練等） 

 

◇NPO、ボランティアなどとの円滑な連携を図る 

◎災害時に NPO、災害ボランティア、民間団体との連携を調整する災害中間支援組織を育成する。 

 

◇観光客等を保護する 

○関西広域連合や鉄道事業者等と連携し、駅周辺等における帰宅困難者対策を推進する。 

◎外国人を含む観光客に対する情報提供や避難場所確保等を行う。 

 

◇被災者の生活対策を支援する 

●被災地、避難所等における各種犯罪を防止し、被災者に対する安全を確保する。 
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⑤被災地の地域特性や被災者のニーズを考慮した復旧・復興 
 

◇被災者の被害状況を迅速に把握する 

●罹災証明書発行のための訓練や災害救助法等に関する研修会を実施する。 

◎市町村の災害弔慰金支給に係る審査体制の整備を支援する。 

 

◇災害廃棄物の処理を迅速に行う 

●災害廃棄物処理に関する体制の強化を進める。 

 

◇地震後の住まい再建を支援する 

◎国等と連携したムービングハウス等の多様な仮設住宅の活用を進める。 

○地域コミュニティの維持や浸水想定区域を考慮した応急仮設住宅の建設候補地の確保を進める。 

◎住宅の応急修理や被災家屋の解体等に係る申請手続きの簡素化など迅速化を進める。 

 

◇復興に係る計画を迅速に策定する 

○大規模災害時の復興計画策定手順や計画に盛り込むべき内容の検討など、事前準備を進める。 

 

◇伝統文化や産業等の復興を行う 

◎文化財レスキューにあたる人材を育成する。 

○観光関連産業（宿泊・飲食等のサービス産業、土産物小売り等）をはじめ、中小企業や農林漁業者等、産

業の早期復興を目指し、支援の仕組み、体制づくりを進める。 
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京都府水防計画の改定について 

                      令 和 ７ 年 ５ 月  

建設交通部砂防課  

 

京都府水防計画は、水防事務を円滑に実施することにより、府内の河川や海岸の洪

水、津波又は高潮に際し、水災を警戒・防御し、及びこれによる被害を軽減し、公共の

安全を保持することを目的として定めています。 

令和７年度の主な改定内容は以下のとおりです。 

 

１ 一級河川淀川水系古川（城陽市～久御山町）の氾濫注意水位等の変更 

河川改修工事の進捗により、洪水による災害の発生を警戒すべき水位である氾濫

注意水位及び各水防機関が水防体制に入る水位である水防団待機水位を変更 
 

河川名 区  域 
対象水位観測所 

名称 所在地 水防団待機水位 氾濫注意水位 

古 川 

起点（近鉄橋下流）   

  ～ 

久御山排水機場 

佐古 
久御山町 

佐古外屋敷 

変更前 1.80ｍ 

 

変更後 1.90ｍ 

変更前 2.20ｍ 

 

変更後 3.10ｍ 

 

２ 府管理河川における洪水浸水想定区域の指定 

  令和３年の水防法改正により、洪水浸水想定区域を指定する河川について「周辺地

域に住宅、要配慮者利用施設等がある河川」も対象となったことから、指定済み区間

以外の河川・区間について順次指定 
 

 現在指定済み R7.5指定予定 今後指定予定 

対象河川 洪水予報

河川 

水位周知

河川 

周辺地域に住宅、要配慮者利用施設等があり、 

雨量水位等を入手できる河川（⇒洪水被害の発生

が想定されない８河川を除き、その他の全河川） 

河 川 数 ４河川  34河川  289河川  73河川  

明示事項 ・浸水想定区域 

・浸水深 

・浸水継続時間 

・浸水想定区域 

・浸水深 

・浸水想定区域 

・浸水深 

・浸水継続時間※を追加 
※長時間にわたり浸水する 

おそれのある河川のみ 

備  考 平成 30～令和２年

に指定済み 

平成 30～令和４年に「災害からの安全な京都づくり

条例」に基づき公表済の内容については変更なし 

 

 

資料３ 
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（参考資料） 

１ 一級河川淀川水系古川（城陽市～久御山町）の氾濫注意水位等の変更 

（改定前） 

 

 

 

 

 

 

 

（改定後） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 府管理河川における洪水浸水想定区域の指定 

  

 現在指定済み R7.5指定予定 今後指定予定 

対 象 

河 川 

洪水予報

河川 

水位周知

河川 

周辺地域に住宅、要配慮者利用施設等があり、 

雨量水位等を入手できる河川（⇒洪水被害の発生

が想定されない８河川を除き、その他の全河川） 

河川数 ４河川  34河川  289河川  73河川  

主 な 

河 川 

鴨川 

高野川 

桂川(中流) 

園部川 

山科川 

小畑川 

大谷川 

井関川 

犬飼川 

伊佐津川 

和久川 

大手川 

 他 

鴨川支川鞍馬川他 

山科川支川旧安祥寺川他 

小畑川支川善峰川 

宇治川支川古川他 

木津川支川和束川他 

由良川（上流） 

由良川支川上和知川他 

犀川支川西坂川他 

土師川支川川合川他 

竹野川支川鱒留川他 

鴨川支川西高瀬川他 

大谷川支川防賀川 

木津川支川天津神川他 

木津川支川不動川他 

桂川支川年谷川他 

由良川支川弘法川他 

野田川支川香河川他 
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 資料 4－1  

 

 

第三次京都府戦略的地震防災対策推進プラン 進捗状況 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

175

192

150

134

8

7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

令和５年度

令和６年度

333事業のうち、192事業（57.7％）が完了・定着化

完了・定着化 実施 検討

33

26

6

113

8

6

47

22

8

46

6

5

3

0

0

2

2

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

１ 地震等に強い京都のまちづくりを進める

(計 83)

２ 地震等に強い京都の人づくりを進める

(計 48)

３ 地震時の住まいの安全、地震後の住まいの安心を守る

(計 14)

４ 行政等の災害対応対策の向上を図る

(計 161)

５ 京都経済・活力を維持し、迅速な復旧・復興を実現する

(計 16)

６ 京都らしさを保った復旧・復興を実現する

(計 11)

施策項目別の状況

完了・定着化 実施 検討

（計 333事業） 

事業） 

（計 333事業） 
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第三次京都府戦略的地震防災対策指針の評価（アウトカム評価）

重点的取組に掲げる主な推進事業 数値目標
（参考）
プラン
番号

（参考）
プラン
進捗状況

実績
重点的取
組の区分

目標達成
状況※

（）内は前
回評価

定性的評価

1  地震等に強い京都のまちづくりを進める

・防災拠点となる公共施設※の耐震化率100％を目指す。
※災害応急対策を実施する拠点となる公共施設、警察本部・警察署、消
防本部・消防署、指定緊急避難場所・指定避難所に指定されている施
設、社会福祉施設

100%
(R11)

10
11
12

〇
〇
〇

R２年度：93.9％
R３年度：94.6％
R４年度：95.3％
※R５年度については調査なし

（１）②

・京都府大規模建築物耐震化支援事業の活用等により、大規模集客施設
※の耐震化を促進する。
※病院、店舗等の不特定多数の者が利用する建築物及び学校、老人ホー
ム等の避難弱者が利用する建築物のうち大規模なもの（百貨店・マー
ケットその他物品販売業を営む店舗は階数３以上かつ５，０００㎡以上
等）。

25
26

△
〇

・府立施設（丹後文化会館）：施設のあ
り方の協議を継続

・市町村立施設：耐震化率：（防災拠点
となる公共施設等の耐震化推進状況調査
の結果（消防庁）の県民会館・公民館等
及び体育館）
R２：78.4％
R３：78.4％
R４：80.2％
※R５年度については調査なし

（１）②

・公立小中学校の耐震化が完了する見込みであり、引き続き、公立高
校、公立幼稚園の耐震化率１００％を目指す。

100%
（R11）

15
19

◎
〇

R5年度
　府立高校　100％
　市立高校　100%
　公立幼稚園 93.8%

R6年度
　府立高校　100％
　市立高校　100%
　公立幼稚園 92.2%

（１）③

・京都府無電柱化計画に基づき、道路の無電柱化を推進する。

10km
（着手）

66 ◎

R2：1.7kmの無電柱化に着手→完了
R3：0.2kmの無電柱化に着手→完了
R4：0.8kmの無電柱化に着手→完了
R5：1.4kmの無電柱化に着手→完了
R6：7.8㎞の無電柱化に着手→完了
５箇年計：11.9km

（１）④

・感震ブレーカーの普及促進、重要施設リストを活用した供給体制の構
築等、電力施設の地震対策を推進する。 61

80
243

◎
◎
◎

・感震ブレーカーの普及促進
・重要施設リストに基づく電力優先
復旧体制構築済み
・電力施設の耐震性確保

（１）⑤

・ブロック塀、自動販売機、屋外広告物等の転倒・落下防止対策を推進
する。 75

76
〇
〇

・ブロック塀に係る安全点検の重要
性を啓発
・屋外広告物の安全点検報告状況を
取りまとめ

（１）⑥

・大規模地震が発生した場合、避難地・避難路や河川等への影響が想定
される箇所や規模が大きい造成地から造成年代や現地状況の調査結果を
基とした二次スクリーニングの優先度を評価した台帳を整備し、二次ス
クリーニングの基礎資料や災害の予防保全等に活用する。

1,287件
の台帳を
整備

54 ◎

・盛土の造成年代を記載した台帳を
1,287箇所整備済み
・早期に着手すべき市町より順に、
現地調査を実施

（１）⑦

・出火防止のため、感震ブレーカーの設置や自宅から避難する際はブ
レーカーを落とすことを啓発する。

8
86

〇
〇

・府民だより等により啓発
（１）⑧

※凡例　◎：完了・定着化   　 Ａ ： 順調に進捗している
　　　　　 ○：実施                 Ｂ ： 概ね順調に進捗している
            △：検討                 Ｃ ： 進捗がやや遅れている

B
(Ｂ)

・防災拠点施設の耐震化率は95.3％まで向上
・府立高校、市立高校の耐震化率は100％を達成
・公立幼稚園の耐震化率は92.2%まで向上

・京都府無電柱化計画に基づく道路の無電柱化は11.9kmを実
施し、目標を達成

・重要施設リストに基づく電力の優先復旧等、電力供給を継
続する体制を構築済

・電気設備技術基準や電気技術指針等に基づき、電力施設の
設計を行い耐震性を確保

・大規模盛土造成地に係る台帳整備は1,278件を整備し、目標
を達成

⇒公共施設等の耐震化については着実に進捗しているほか、
無電柱化等、ライフライン施設の耐震対策等についても着実
に進捗しており、地震等に強い京都のまちづくりが進められ
ている。

資料4-2
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重点的取組に掲げる主な推進事業 数値目標
（参考）
プラン
番号

（参考）
プラン
進捗状況

実績
重点的取
組の区分

目標達成
状況※

（）内は前
回評価

定性的評価

※凡例　◎：完了・定着化   　 Ａ ： 順調に進捗している
　　　　　 ○：実施                 Ｂ ： 概ね順調に進捗している
            △：検討                 Ｃ ： 進捗がやや遅れている

2 地震等に強い京都の人づくりを進める

・消防団員確保や消防団の地域連携の取組等を推進し、消防団員充足率
100％を目指す。

100% 97 〇

R２年度：89.3％
R３年度：89.3％
R４年度：87.1％
R５年度：85.8％
R６年度：83.7％

（３）①

・自主防災組織の活動を支援するとともに、自主防災組織の組織率100％
を目指す。

100% 90 〇

R２年度：90.4％
R３年度：90.4％
R４年度：90.9％
R５年度：90.9％

（３）②

・自主防災リーダーの育成を推進するとともに、全ての自主防災組織に
おける水害等避難行動タイムライン策定や避難時の声掛け人材の育成に
よる地域の共助体制を強化する。

100
121

〇
〇

・自主防災組織、市町村を対象とし
た京都府防災講演会を実施
・防災士養成研修の実施
（受講者数　R5:168名、R6：329名）

（３）②

・府内学校の実践事例の活用や、京都地方気象台等の専門機関と連携し
た研修等の実施により、実践的な防災教育を推進する。 102

103
◎
◎

・教育庁ウェブサイトに防災教育に
関わる情報を掲載
・学識経験者と連携した防災教育研
修会が定着

（３）③

・京都府災害ボランティアセンターの初動支援チームを育成するととも
に、全ての市町村において、京都府災害ボランティアセンターと連携し
た災害ボランティアセンター設置運用訓練を実施する。 109 〇

・初動支援チーム養成講座・災害ボ
ランティアセンター訓練の実施

（３）⑤

・全て沿岸市町で津波ハザードマップを作成するとともに、要配慮者の
避難促進施設の指定、津波避難計画作成、要配慮者を含めた避難訓練を
実施する。

116
126
159
160

◎
〇
△
〇

・全沿岸市町で津波ハザードマップ
を公表済
・避難訓練の実施（１市）
・避難促進施設の指定（１市）

（１）⑩

3 地震時の住まいの安全、地震後の住まいの安心を守る

・住宅の倒壊を最小限にとどめるための耐震化を促進し、耐震化率95％
以上を目指す。

95%
(R7)

135 〇

R5年度　90％
（H30年度　87%）
R6・７年度に耐震改修補助を拡充
［補助上限額100万円→125万円～］

（１）①

・耐震化が困難な住宅については、耐震シェルター、耐震ベッド、感震
ブレーカーや家具の転倒防止等の命を守ることを最優先とした減災化住
宅化を進める。 65% 139 〇

家具固定率（内閣府調査）
R２年度：46.6％
R３年度：45.2％
R４年度：46％
R５年度：45.2%

（１）①

・災害時における公営住宅斡旋、応急仮設住宅供与等に係るマニュアル
を作成し、訓練を実施する。

141
142
143
144

◎
◎
〇
〇

・応急仮設住宅供給マニュアルを策
定
・住宅システムによる公営住宅の提
供体制が定着

（２）⑤

Ｃ
(Ｃ)

・消防団員充足率83.7％、自主防災組織率90.9％と進捗が伸
び悩み

・府内学校における避難訓練や発達段階に応じた防災教育が
定着

・自主防災リーダーの育成について、令和５年度から地域の
防災リーダーの役割が期待される防災士の養成を目的とする
防災士養成講座を開始

・沿岸５市町で津波ハザードマップを公表済

・津波避難計画については、沿岸５市町で作成に向けて検討
中

⇒地域防災を担う消防団の充足率、自主防災組織の組織率の
進捗が横ばいであり、津波対策等についても引き続き推進す
る必要がある。

Ｂ
(Ｂ)

・住宅の耐震化率87％（H30）から90％（R5）に向上

・耐震フェア等、住宅の耐震化に係る普及啓発を実施

・応急仮設住宅供給マニュアルを策定し、関係団体と体制整
備に向けて協議中

・家具固定率は45.2％とほぼ横ばい

⇒住宅の耐震化が着実に進捗しているほか、応急仮設住宅供
給マニュアルの策定など、応急仮設住宅の提供体制の整備が
着実に進捗している。
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重点的取組に掲げる主な推進事業 数値目標
（参考）
プラン
番号

（参考）
プラン
進捗状況

実績
重点的取
組の区分

目標達成
状況※

（）内は前
回評価

定性的評価

※凡例　◎：完了・定着化   　 Ａ ： 順調に進捗している
　　　　　 ○：実施                 Ｂ ： 概ね順調に進捗している
            △：検討                 Ｃ ： 進捗がやや遅れている

4 行政等の災害対応対策の向上を図る

・総合防災情報システムを整備するとともに、危機管理センターを設置
する。

146 ◎

R２年度：基本構想を作成
R３年度：基本設計を実施
R４年度：実施設計を実施
R５年度：主要な機能の運用開始
R６年度：全面運用開始

（２）①

・京都府災害時応急対応業務マニュアルを策定し、府及び市町村職員の
災害時応急対応業務の標準化を推進するとともに、市町村と連携した応
援受援訓練を実施する。 148 〇

・危機管理センターを活用し、京都
府災害時応急対応業務マニュアルに
基づく図上訓練等を実施 （２）①

 ・ＩＣＴ、ＡＩ技術を災害情報収集等の災害対策に活用する仕組みを構
築する。 187 〇

・スマート防災事業に関連し、シス
テム連携や情報提供を希望する企業
と、保守業者も含め協議を実施

（２）①

・京都府緊急災害医療チーム（DMAT）の養成（計64チーム以上）を進め
る。

64チーム 215 〇
・DMATチーム延べ60チーム（R6時
点）

（２）③

・避難行動要支援者名簿等を活用し、平時から関係機関の情報共有を進
めるとともに、要配慮者支援のための個別避難計画を策定する。

250
251

〇
〇

・要配慮者名簿整備済（全市町村）
・内閣府「個別避難計画作成モデル
事業」において、府内市町村へのヒ
アリングで把握した課題や現状を踏
まえ、情報共有会や研修を実施
・府内24市町村で個別避難計画の策
定に着手済

（３）④

・公的備蓄等に係る基本的な考え方（Ｈ２６）に基づき、府内の最大想
定避難者数２８万人の食料、飲料水等を備蓄しており、引き続き、適切
に運営・管理するとともに、避難所における物資充足状態を管理する備
蓄物資管理システムを整備する。

265
266
270

◎
◎
◎

・重点備蓄品目を市町村と協働で備
蓄
・京都府総合防災情報システムに備
蓄管理機能を構築

（２）④

・ターミナル駅周辺等において、帰宅困難者のための一時退避場所、一
時滞在施設を確保するとともに、民間事業者と連携した帰宅支援ステー
ションの拡大を図る。 246

248
◎
◎

・旅館ホテル生活衛生同業組合と避
難者への場所の提供に関する協定を
締結(R2)
・帰宅困難者避難誘導実地訓練を実
施

（２）⑦

Ａ
(Ａ)

・危機管理センターについて令和６年７月から全面運用を開
始し、目標を達成

・危機管理センターを活用し、災害時応急対応業務マニュア
ルに基づく訓練を実施

・ＤＭＡＴについては、延べ60チームを養成しているが、目
標達成に向け継続的な育成が必要

・個別避難計画について、府内市町村へのヒアリングや研修
会の開催等の取組を進め、府内24市町村で個別避難計画の策
定に着手済

・「公的備蓄等に係る基本的な考え方」に基づき、府・市町
村一体で備蓄の必要数を確保

・帰宅困難者避難誘導訓練を実施。（R3図上、R4実地、R5Web
参加、R6実地）

⇒危機管理センターの全面運用の開始のほか、災害対応訓
練、備蓄の確保等が順調に進捗しており、行政等の災害対応
対策の向上が図られている。
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重点的取組に掲げる主な推進事業 数値目標
（参考）
プラン
番号

（参考）
プラン
進捗状況

実績
重点的取
組の区分

目標達成
状況※

（）内は前
回評価

定性的評価

※凡例　◎：完了・定着化   　 Ａ ： 順調に進捗している
　　　　　 ○：実施                 Ｂ ： 概ね順調に進捗している
            △：検討                 Ｃ ： 進捗がやや遅れている

5 京都経済・活力を維持し、迅速な復旧・復興を実現する

・大規模災害からの迅速かつ円滑な復興に向け、あらかじめ復興
計画の策定手順を定めるなど、事前の準備に取り組む。

320 △

・復興計画の内容について、関係
部局間で調整中

（２）⑤

・初動の危機対応に重点を置いたＢＣＰのひな型を提示すること
等により、中小企業のＢＣＰ作成を普及させる。

311 〇

・BCP策定支援セミナーを開催
・京都BCP企業交流会を開催

（２）⑥

・京都全体の活力の維持に向け、経済関係団体、ライフライン機
関、金融機関等と連携した京都ＢＣＰの取組を推進する。

306 ◎

・京都BCP行動指針を改定(R2)
・京都BCP推進会議を開催
・地元金融機関及びライフライン
機関の図上訓練を実施 （４）③

6 京都らしさを保った復旧・復興を実現する

・所有者と連携して、重要文化財等建造物の耐震化及び「国宝・
重要文化財に関する防火対策ガイドライン」に基づく防火設備の
整備・改修を推進する。 328 ◎

・防災施設（消火設備等）設置等
の補助事業が定着済

（４）①

・関西広域連合の「災害時の外国人観光客対策について（Ｒ
１）」に基づき、近隣府県、市町村、駐日外国公館、鉄道事業
者、観光連盟、旅館・ホテル協会等と連携し、外国人観光客に対
する多言語による情報提供、一時避難場所等の設置、避難誘導等
を推進する体制を構築する。 324 〇

・構成府県市や関西観光本部など
のホームページによる情報発信

（４）②

Ｂ
(Ｂ)

・文化財の防災施設（消火設備等）の設置等に対する補
助事業等が定着済

・今後、様々な関係機関による取組を更に強化し、連携
を図ることが必要

⇒文化財の防災施設の整備に係る取組が定着しているほ
か、外国人観光客等への支援の取組が継続的に進められ
ている。

Ｂ
(Ｂ)

・京都BCP推進会議、BCP策定支援セミナー、京都BCP企
業交流会を開催

・地元金融機関図上訓練を実施

・復興計画については、最新の地震被害想定結果に基づ
いた復興計画の策定等を推進することが必要

⇒京都BCPを推進する取組を継続して実施しており、京
都経済・活力を維持し、迅速な復旧・復興につなげる対
策が進められている。
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 京都府内の地震被害想定見直し結果について 

 （R6花折断層帯を除く主要な活断層による地震被害想定）   
１ 被害想定見直し結果概要                 

地震被害想定の算出にあたっては、内閣府において、東日本大震災等の実際に発生した地震災害の   
ほか、南海トラフ地震や日本海溝・千島海溝地震等の調査研究結果から得られた新たな知見に基づ 
いた検討が進められているところ。 
本被害想定結果は、本府に甚大な影響を及ぼす可能性のある地震について最新の内閣府の算定方法  

や基礎データを反映し、被害想定の見直しを行ったものである。 
 

 
■H20被害想定結果との比較（人的被害・建物被害）          （ ）内は前回数値  

 

 
 

 
＜H20被害想定結果との比較＞ 

①建物の耐震化率向上により、人的被害・建物被害とも減少 
 

②避難者数については、建物被害の減少に加え、近年の災害を踏まえた半壊建物か

らの避難率の見直しにより、大幅に減少 
 
＜今回新たに算定した項目等＞ 

 上下水道、電気、通信等のライフラインについて、被害の状況や復旧に要する期間

を新たに算定 
 

※有馬-高槻断層帯の「全壊・半壊」前回公表数値は、R5花折断層帯地震被害想定結果と同様にH16年京都市地震被害想定結果に基づいた数値を、 

H20他断層帯地震被害想定結果との比較のため、再算出したもの 

※同断層帯の「避難者数」前回公表数値については、R5花折断層帯地震被害想定結果と同様にH16京都市地震被害想定結果に基づき「避難所内 

避難者」の数値を採用 

 

資料５ 

重傷者数

990 10,030 1,600 6,200 75,100 28,660 65,830 3,610

(3,380) (30,350) (3,490) (18,490) (367,170) (65,230) (123,760) (4,960)

1,320 16,000 2,230 10,000 124,700 39,730 119,580 5,220

(2,890) (43,910) (5,190) (26,760) (340,500) (60,480) (223,070) (6,440)

520 6,210 930 3,200 40,120 19,820 42,510 1,890

(1,890) (19,700) (2,000) (10,730) (248,540) (46,010) (89,530) (4,620)

420 5,710 730 2,400 32,540 16,250 42,020 1,390

(1,560) (18,430) (1,680) (9,270) (236,460) (40,660) (88,950) (3,940)

1,050 18,410 2,070 6,100 67,420 32,310 100,720 5,060

(3,410) (34,930) (3,860) (18,960) (426,020) (77,560) (155,490) (5,610)

330 5,800 540 2,600 36,100 13,810 55,120 650

(1,510) (19,970) (1,700) (9,730) (262,330) (38,050) (101,920) (2,260)

430 2,990 630 2,850 27,740 23,120 29,860 540

(1,160) (8,290) (1,330) (5,770) (101,490) (39,490) (47,600) (4,970)

430 2,700 630 2,960 28,710 22,010 26,820 730

(1,150) (7,920) (1,330) (5,950) (95,730) (38,340) (44,650) (4,890)

郷村断層帯 1,010 4,870 1,510 6,100 57,320 62,860 41,190 2,010

（H20地震被害想定） (2,180) (12,670) (2,300) (9,260) (149,400) (76,610) (60,610) (10,550)

（H29地震・津波調査） (5,400) (17,970) (6,480) (6,910) (115,320) (65,400) (36,120) (18,530)

540 3,000 840 3,590 34,200 36,930 31,770 1,120

(1,650) (9,030) (1,570) (6,750) (108,100) (54,980) (49,350) (8,550)

4,660 60,830 9,870 27,400 239,820 110,710 147,050 23,500

(6,950) (177,510) (42,600) (8,000) (482,000) (189,070) (256,900) (11,100)

花折断層帯

（参考）

上林川断層

三峠断層

山田断層帯

木津川断層帯

殿田ー神吉ー

越畑断層

埴生断層

奈良盆地東縁断層帯

断層名

人的被害（人）

生駒断層帯

有馬－高槻断層帯

建物被害（棟）

死者
負傷者数

要救助者 避難者 全壊 半壊 焼失
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２ 被害想定結果の詳細 

（１）人的被害の状況 

■ 「死者数」「負傷者数」「重傷者数」「要救助者数」「避難者数」は全て減少 
・死因は、揺れによる家屋倒壊（９割）、火災（１割） 
・負傷理由は、主に揺れによる家屋倒壊のほか、火災等によるもの 
・死者・負傷者数については、建物の耐震化率の向上による建物被害棟数の減少に伴い減少 
・重傷者数については、負傷者数の減少に伴い減少 
・要救助者数については、建物被害数の減少に伴い減少 
・避難者数については、建物被害棟数の減少に加え、前回想定(H20)では全壊・半壊建物から
全員が避難することとしていたが、近年の災害における半壊建物からの避難割合を反映し
たため、大幅に減少 

 
（２）建物被害の状況 

■ 「全壊」「半壊」の棟数は全体的に減少 
理由:・ 建物の更新等による耐震化率向上（H20：78％→R2：88％） 

・ 前回想定(H20)では、新耐震基準(S56以降)を満たす建築物の被害率を一律
に算出していたが、新耐震基準を満たす建築物の中でも建築年次が新しい
ほど被害率が低下することを反映し、被害率を３段階（S56～H元、H2～H13、
H14～）に区分けして算出した結果、被害数が減少 

 
■ 地震発生後の火災による焼失棟数は全体的に減少 

    理由:・ 建物被害数の減少に加え、近年の災害における消防団による消火や延焼遮
断帯（広い道路や農地等）による延焼防止効果を反映して算出した結果、
すべての断層で焼失棟数が減少 

・ ただし、建物が密集する都市部では延焼拡大等により焼失被害が増加する
地域がある 

 
（３）ライフライン被害の状況 

新たに管路や浄水場・処理場の被害に基づく上下水道の支障人口や電柱の破損による停電軒数等
の被害状況に加え、復旧見込みを算出 
 

   ■被害の状況 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

   ■ライフラインの復旧見込み 
・ 上下水道は概ね１箇月で復旧 
・ 上水道については、液状化被害等が大きい市町村（※）においては、発災直後の断水率が90% 

程度と高く、復旧までに1.5箇月から２箇月程度を要する 
（※）木津川市、井手町、笠置町、京田辺市、城陽市、久御山町、大山崎町、亀岡市、南丹市、福知山市、 

綾部市、宮津市、京丹後市、与謝野町 

  ・ 電気・通信については、概ね１週間で復旧 

携帯電話基地局
（エリアの最大停波率）

生駒断層帯

有馬－高槻断層帯

郷村断層帯

木津川断層帯

殿田ー神吉ー

越畑断層

埴生断層

上林川断層

三峠断層

奈良盆地東縁断層帯

40.2万戸

14.1万戸

上水道
（断水人口）

下水道
（機能支障人口）

電力
（停電軒数）

断層名

88万人

120万人

59.7万人

9.5万人

11.8万人

7.1万人

都市ガス
（停止戸数）

固定電話
（不通回線数）

山田断層帯

花折断層帯

（参考）

16.3万戸8.2%（山城）1.4万回線1.2万軒

2.5万回線

1.1万回線

8.5千回線

1.8万回線

4.6千回線

1.8万軒

1万軒

8千軒

1万軒

3.6千軒

3.1千軒

3.4千軒

8.4千軒

71万戸

3.4千回線

3.8千回線

1.2万回線

8.1%（山城）

7.1%（山城）

5.4%（山城）

7.5%（南丹）

6.5%（南丹）

6.8%（中丹）

7.6%（中丹）

31.8%（丹後）

2.1万戸

22.9万戸

2.6千戸

8千戸

130万人 15万人 7.2万軒 9万回線 20%（京都市）

6千戸14.5万人

2千戸

5.1千軒

26.5万人

13.2万人 7.3千回線1.5万人 21.9%（丹後） 0戸

2.2万人

4.4万人

6.9万人58.8万人

94.4万人

60.2万人

17.3万人

9.5万人

7.2万人

2.8万人
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３ 各市町村の最大被害断層 

 

【各断層位置図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各断層の最大被害市町村の状況】 ※全壊棟数ベース    

今回の見直しの結果、舞鶴市、宮津市、与謝野町については、最大被害となる活断層が、それぞ

れ郷村断層帯に変更 

990 10,030 28,660 3,610 (R6):宇治市、城陽市、京田辺市、久御山町、精華町

(3,380) (30,350) (65,230) (4,960) (H20):宇治市、城陽市、京田辺市、久御山町、精華町

1,320 16,000 39,730 5,220 (R6):向日市、長岡京市、八幡市、大山崎町

(2,890) (43,910) (60,480) (6,440) (H20):向日市、長岡京市、八幡市、大山崎町

520 6,260 19,820 1,890 (R6):木津川市、井手町、宇治田原町、和束町

(1,890) (19,700) (46,010) (4,620) (H20):木津川市、井手町、宇治田原町、和束町

420 5,710 16,250 1,390 (R6):笠置町、南山城村

(1,560) (18,430) (40,660) (3,940) (H20):笠置町、南山城村

1,050 18,410 32,310 5,060 ((R6):南丹市

(3,410) (34,930) (77,560) (5,610) (H20):南丹市

330 5,800 13,810 650 (R6):亀岡市

(1,510) (19,970) (38,050) (2,260) (H20):亀岡市

430 2,990 23,120 540 (R6):綾部市

(1,160) (8,290) (39,490) (4,960) （H20):舞鶴市、綾部市

430 2,700 22,010 730 (R6):福知山市、京丹波町

(1,150 ) (7,920 ) (38,340) (4,890) (H20):福知山市、京丹波町

1,010 4,870 62,860 2,010 (R6):舞鶴市、京丹後市、宮津市、与謝野町

(2,180) (12,670) (76,610) (10,550) (H20):京丹後市

540 3,000 36,930 1,120 (R6):伊根町

(1,650) (9,030) (54,980) (8,550) (H20):宮津市、与謝野町、伊根町

4,660 60,830 110,710 23,500 （R5）：京都市

(6,950) (177,510) (189,070) (13,100) （H20）：京都市

断　層　名
最大

予測震度

人的被害 建物被害

死者数 負傷者数 全壊 焼失建物

②有馬－高槻断層帯 7

(人） (人） (棟）(棟）

花折断層帯（参考） 7

①生駒断層帯 7

③奈良盆地東縁断層帯 7

④木津川断層帯 7

⑤殿田－神吉－越畑断層 7

⑥埴生断層 7

⑦上林川断層 7

⑧三峠断層 7

⑨郷村断層帯 7

⑩山田断層帯 7

最大被害市町村
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南海トラフ地震の被害想定見直し結果（国公表）について 
 

 

１ 国の主な公表内容（全体） 
 
・想定される震度分布、津波高等 

地形データの高精度化等による津波浸水範囲及び震度分布の見直し 
⇒ 京都府に影響はなし 

 
・被害想定結果 

死者数は減少、全壊棟数は津波被害によるものを除き減少 
⇒ 京都府では、延焼拡大時の逃げまどいにより、火災による死者数が増加【課題①】 

 
・時間差をおいて発生する地震被害への対応（「半割れ」への対応） 

南海トラフ沿いの東側半分と西側半分に分かれて地震が発生した場合に備え、南海トラ
フ地震臨時情報時の防災対応や、後発地震発生までの避難対策等が必要【課題②】 

 
・その他、具体的に実施すべき対策 

耐震対策や感震ブレーカーの普及、インフラ・ライフラインの強靭化 等  

 

 

２ 京都府の対応  → 府戦略的地震防災対策推進プランへ反映 
 

【課題①】火災からの逃げまどい対策 
地震・津波防災に関する広報・啓発活動において、地震や火災等における早期避難等

について啓発を追加 
 

【課題②】南海トラフ地震臨時情報への対応 
府民への適切な避難行動の呼びかけ等を行うための対応マニュアルの作成を追加 

 
【参考】主な関連推進プラン（一部抜粋） 

・木造住宅等の耐震化を進める。（耐震改修補助事業の実施） 

・上下水道耐震化計画に基づく管路等の耐震化を進める。 

・感震ブレーカー等の設置及び地震発生時の火気の使用停止等、火災の発生を防止する 

ための準備や行動について普及・啓発を行う。 

 

 

３ 京都府の被害想定概要（カッコ書きは前回 H24調査による被害想定数値） 
 
■建物被害 
・耐震化率の向上等により、全体的に減少傾向 

 
全壊（棟） 64,000（70,000) 半壊（棟） 77,000(前回調査なし) 

     
■人的被害 
 ・建物の耐震性の向上等により、建物倒壊による死者数が減少 
・延焼拡大時の逃げまどいにより、火災による死者数が増加 
・屋内滞留人口の増により、建物倒壊による負傷者数が増加 

 
死者（人） 1,600（900） 負傷者（人） 16,000（14,650） 
   建物倒壊 500（600）  建物倒壊 11,000（9,090） 
火災 1,000（200） 火災 2,000（2,690） 
ブロック塀倒壊等 70（80） ブロック塀倒壊等 2,400（2,870） 

 

資料６ 
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「公的備蓄等に係る基本的な考え方」の見直しについて 

 
 
１．現状について 

 

・流通備蓄等を利用できない発災後 24時間以内に必要な数量を府と市町村で折半し備蓄 

・備蓄数量は花折断層帯地震における想定(H20)の避難所内避難者 28万人をもとに計算 

・府内 11の府有施設において分散備蓄 

２．見直し内容について  
 

①備蓄物資の日数 
○発災後３日間分の必要数量について、府、市町村の現物備蓄のほか、流通在庫備蓄や非被災自

治体の備蓄の融通等により確保。 

・公助による備蓄は、自助・共助による物資確保を補完するものとして確保することを基本 

 

②備蓄物資の数量 

○最大の地震被害想定見直し結果に準拠 

府・市町村それぞれにおける最大の地震被害想定に基づいて必要数を確保する 

    （府は令和５年度花折断層帯地震被害想定結果による全避難者数を対象とする） 

 

○対象範囲を拡大 

    国の防災基本計画の見直しにより、在宅避難者や車中泊避難者などの「避難所外避難者」

に対する支援に関する内容が盛り込まれたことから、全避難者を対象とする 

 

  ○算定基礎内容を修正 

・食料１日分を「２食」から「３食」に増加 

・現物備蓄を基本とするが、被災市町村において備蓄物資が不足する場合は、府備蓄のほか、 

非被災自治体備蓄の融通等により補完するとともに、流通在庫備蓄（※）を活用 

    ※平時から、協定等により必要数の確保に向けて努力 

 

③備蓄物資の種類 

○重点備蓄品目を追加 

①食料、②飲料水、③毛布等防寒用具、④簡易トイレ、⑤おむつ（大人用）、⑥おむつ（子

供用）、⑦女性用衛生用品の現行７品目に、「乳児用粉ミルク又は液体ミルク」、「凝固剤」、

「トイレットペーパー」を追加 

※「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」に定められた「基本８ 

 品目」に、既存品目の「簡易トイレ」、「飲料水」をあわせた 10品目を重点備蓄品目と

して備蓄 

 

○準重点備蓄品目の備蓄 

    「簡易ベッド又は段ボールベッド」や「パーティション（簡易テント）」等、避難所運営

に必要な資機材については、準重点備蓄品目として必要数の確保に向けて努力 

   

資料 7-1 
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公的備蓄等に係る基本的な考え方（案） 

 

＜基本方針＞ 

〇 自助・共助による物資確保を補完するものとして、公助による物資を確保する。 
〇 生命・健康維持の観点から、重点備蓄品目を府・市町村の共同により備蓄する。 
〇 避難所内避難者に加え、在宅避難者や車中避難者を含む全避難者を対象とする。 
〇 発災後３日間分の必要数量について、府、市町村の現物備蓄のほか、流通在庫
備蓄や非被災自治体の備蓄の融通等により、確実に確保する。 

〇 府・市町村それぞれにおける最大の地震被害想定に基づいて必要数を確保する。 
〇 府・市町村は、住民（地域）に対して３日分以上の備蓄に努めるよう呼びかける。 
〇 その他、地域の実情に応じた備蓄に努めるものとする。 
（孤立する可能性の高い地域の集落における備蓄や帰宅困難者への対応等） 

 

＜重点備蓄品目＞ 

品目 一日当たりの数量 

食 料 １人当たり３食（年齢に応じた食料を備蓄） 

飲料水 １人当たり１㍑（別途応急給水等を確保） 

乳児用液体ミルク １人当たり１㍑(粉ミルクの場合 140g)（０歳児分） 

毛布等防寒用具 １人当たり１枚（３日分） 

簡易トイレ 50人当たり１基（３日分） 

凝固剤 1人当たり５個（上・下水道支障率を考慮） 

トイレットペーパー 1人当たり５ｍ 

おむつ(大人用) １人当たり８枚（全避難者の 0.5％（要介護認定者率）） 

おむつ(子供用) １人当たり８枚（０～３歳児分） 

女性用衛生用品 １人当たり４枚（12歳～51歳女性の 25％） 

※食料及び乳児用液体ミルクはアレルギー対応を考慮 

＜準重点備蓄品目＞ 

避難所開設当初からの設置が求められる以下の資機材については、準重点備蓄品目とし
て、備蓄のほか、流通在庫備蓄等により確保に努めるものとする。 

＜その他必要な備蓄物資＞ 

市町村は、重点備蓄品目に加え、生活物資や避難所運営資機材について、備蓄や流通在
庫備蓄による調達に努める。 

 

パーティションテント 避難所内避難者１世帯当たり１張 

簡易ベッド又は 

段ボールベッド 
避難所内避難者１人当たり１台 

 

資料 7-2 
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避難所内避難者

丹後 京丹後市 29,175 23,340 郷村断層帯

宮津市 6,930 5,544 郷村断層帯

伊根町 78 62 山田断層帯

与謝野町 11,743 9,394 郷村断層帯

中丹 舞鶴市 5,317 4,253 郷村断層帯

福知山市 19,447 15,558 三峠断層

綾部市 12,137 9,710 上林川断層

南丹 南丹市 6,253 5,002 殿田-神吉-越畑断層

亀岡市 13,826 11,061 埴生断層

京丹波町 564 451 三峠断層

京都市 京都市 206,000 165,000 花折断層帯

山城 向日市 7,228 5,782 有馬－高槻断層帯

長岡京市 14,651 11,721 有馬－高槻断層帯

大山崎町 3,203 2,562 有馬－高槻断層帯

宇治市 11,273 9,018 生駒断層帯

城陽市 17,040 13,632 生駒断層帯

久御山町 2,641 2,112 有馬－高槻断層帯

八幡市 7,476 5,981 有馬－高槻断層帯

京田辺市 9,340 7,472 生駒断層

井手町 1,635 1,308 奈良盆地東縁断層帯

宇治田原町 839 671 奈良盆地東縁断層帯

木津川市 12,663 10,131 奈良盆地東縁断層帯

精華町 3,221 2,577 生駒断層

和束町 751 600 奈良盆地東縁断層帯

笠置町 471 377 木津川断層帯

南山城村 997 797 木津川断層帯

240,162 192,130 花折断層帯

　　　　　

市町村別の最大避難者数

京都府全域

地域 市町村名 最大被害となる断層
最大避難者数

資料7-3

25



資料８ 

 

令和７年度 京都府総合防災訓練について 

 

 

 令和７年度京都府総合防災訓練は、以下のとおり実施すべく検討・調整してい

ます。 

 

１ 実施場所（主会場） 

丹後広域振興局管内(宮津市立栗田(くんだ)小・中学校、京都府立海洋高校) 

   

２ 開催日 

令和７年８月３１日（日） 

 

３ 訓練の想定等 

 (1) 丹後地域で影響が大きい断層（郷村断層帯）による直下型地震並びに水害

の複合災害を想定する。 

 (2) 防災関係機関の連携による救出・救助訓練のほか、自主防災組織などが避

難行動及び避難所運営（要配慮者、女性、ペット同行、車中泊を含む）など

に参加する訓練を予定する。 

 

           主会場位置図 

                         主会場周辺拡大図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主会場 

栗田小・中学校、

海洋高校 
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資料９ 

 

 

 
令和７年度京都府原子力総合防災訓練について 

 
 

令和７年度京都府原子力総合防災訓練については、次のとおり実施を検討しています。 
 
 

１ 実施予定場所（主会場） 

  野田川わーくぱる 他（与謝野町）  

  ※直近の訓練実施場所 

令和５年度  福知山市三段池公園（福知山市） 

   令和６年度  京都府立丹波自然運動公園（京丹波町） 

 

 

２ 開催予定時期 

  令和７年１１月を目処として日程調整中 

 

 

３ 訓練の予定内容等 

避難退域時検査場所における検査・除染訓練、地域住民による避難訓練等の実施を検討。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

野田川わーくぱる 

福知山市三段池公園 

丹波自然運動公園 

主な避難退域時検査場所候補地（   ） 

・福知山市三段池公園：R5年度訓練会場 

・京都府立丹波自然運動公園：R6年度訓練会場 

・与謝野町野田川わーくぱる 他：R7年度訓練会場予定地 

 

R5年度 

 

高浜発電所 

UPZ 

R6年度 

 

R7年度会場 

予定地 
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資料 10 

令和７年度近畿地方ＤＭＡＴブロック訓練について 
 

令和 7年 4月 
医  療  課  

 
 

近畿２府４県で毎年持ち回りで実施している近畿地方ＤＭＡＴ（Disaster Medical 
Assistance Team：災害派遣医療チーム）ブロック訓練について、本年度は、京都府が
幹事府県として実施します。 
 
 
１．概 要 
関係機関の連携・協力のもと、近畿府県ＤＭＡＴ（京都、滋賀、大阪、兵庫、奈良、和歌山）

の京都府域における大規模地震を想定した訓練を実施。 
 
※DMAT とは、医師、看護師、業務調整員（医師・看護師以外の医療職及び事務職員）で

構成され、大規模災害や多数傷病者が発生した事故等の現場に急性期（概ね４８時間以内）
から活動できる機動性をもった、専門的訓練を受けた医療チームのこと 
 
２．目 的 
災害時のＤＭＡＴ活動に関わる組織体制の機能と実効性に関する検証を行うとともに、近畿

府県のＤＭＡＴや防災関係機関との連携を図る。 
 
３．訓練実施日 
令和７年１１月２１日（金）、２２日（土）の２日間 

(ロジ研修会：9月 20日（土）、9月 21日（日）) 
 
４．訓練会場 
京都府庁（福利厚生センター会議室）、府内災害拠点病院等 

 
５．被災想定 
花折断層帯を震源とする大規模地震の発生直後 

 
６．訓練内容 
 今後、近畿ブロックＤＭＡＴ訓練企画部会において検討する 
（想定：ＤＭＡＴ調整本部、各ＤＭＡＴ活動拠点本部の立ち上げ・運営訓練、災害拠点 

病院での多数傷病者受入訓練、病院支援訓練、関係機関との連携 等） 
 
７．参加機関 
厚生労働省ＤＭＡＴ事務局、近畿２府４県ＤＭＡＴ、京都府、府内災害拠点病院、府内病院、 
防災関係機関等 
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資料11   

国民保護の取組について 

 

■ 令和６年度の取組 

１ 京都府・宇治市国民保護共同訓練(弾道ミサイルを想定した住民避難訓練) 

(1) 時期：令和７年２月２日(日) 

(2) 場所：宇治市役所及びうじ安心館(宇治市) 

(3) 内 容 

 模擬のＪアラート音声及び緊急速報メールによる住民への情報伝達 

 住民参加の屋外から屋内への避難訓練 

(4)  訓練主催者：内閣官房、消防庁、京都府、宇治市 

(5) 訓練参加機関等：内閣官房、総務省消防庁、京都府、宇治警察署、宇治

市、宇治市消防本部、宇治市消防団、宇治市観光協会、防災士、宇治市自主

防災リーダー  

     

２ 全国瞬時警報システム(Ｊアラート)の全国一斉情報伝達訓練 

(1) 令和６年５月22日(水)11時00分 

(2) 令和６年８月28日(水)11時00分 

(3) 令和６年11月20日(水)11時00分 

(4) 令和７年２月12日(水)11時00分  

 

■ 令和７年度の取組 

１ 国民保護に関する府民への啓発活動 

(1) 概要 

 自然災害への対応に加え、国民保護に関わる事項についても住民等を対象

にした啓発活動を実施して国民保護について理解を深めていただく。 

(2) 時期・場所及び実施要領については検討中 

 

２ 全国瞬時警報システム(Ｊアラート)の全国一斉情報伝達訓練 

 ５月、８月、11月、２月に実施される予定 
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京都府防災会議会長の専決処分（市町村防災計画修正）について 

 

〇市町村地域防災計画の修正について 

 次のとおり市町村防災計画の修正について意見照会があり、意見なしの旨回答した。 

 

市町村名 主な修正の要点 

福知山市 ・国の施策等及び京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（個別避難計画の取組のさらなる推進 等） 

城陽市 ・国の施策等及び京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（緊急通行車両確認標章等の事前交付 等） 

・新たな指定緊急避難場所及び指定避難所の追加 

・総合防災訓練の内容を修正   等 

向日市 ・組織改正に伴う修正 

・避難路の追加 

・一時避難場所の追加  等 

長岡京市 ・国の施策及び京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（要配慮者への配慮及び避難行動要支援者への支援の明確化、 

安否不明者の氏名公表等による救助活動の効率化・円滑化 等）  

・市民の防災意識及び災害対応能力のさらなる向上にかかる取組の追加 等 

八幡市 ・国の施策及び京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（安否不明者の氏名公表等による救助活動の効率化・円滑化 等） 

・内水対策について追加 

・山地災害危険地区について追加   等 

京田辺市 ・国の施策及び京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（安否不明者の氏名公表等による救助活動の効率化・円滑化、女性等多様な視

点を踏まえた防災対策の推進に関する修正 等）  等 

京丹後市 ・京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（令和５年台風第７号の検証を踏まえた 伐採木の除去による流木の防止等） 

・市の防災施策を踏まえた修正 

（令和６年能登半島地震の検証（内閣府）を踏まえた 井戸の活用等） 等 

木津川市 ・国の施策及び京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（安否不明者の氏名公表等による救助活動の効率化・円滑化、「大雪時におけ

る安全確保のためのガイドライン」策定に伴う修正 等）  

・市の防災施策を踏まえた修正 

（防災リーダー等に対する防災教育の追加等） 等 

 

資料 12 
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宇治田原町 ・国の施策及び京都府地域防災計画の改定等を踏まえた修正 

（要配慮者への配慮及び避難行動要支援者への支援の明確化、安否不明者の氏

名公表等による救助活動の効率化・円滑化 等） 

・近年の新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた修正 

・警戒レベルの導入と避難情報の呼称変更を踏まえた修正 

・町の防災施策を踏まえた修正   

（新庁舎、防災公園の新設等） 等 

 

 

【参考】関係法令抜粋 

〇災害対策基本法 42条第３項 

   市町村防災会議は、市町村地域防災計画を作成し、又は修正しようとするときは、あ

らかじめ、都道府県知事に協議しなければならない。この場合において、都道府県知事

は、都道府県防災会議の意見をきかなければならない。 

 

〇京都府防災会議規程第６条 

会議が成立しないとき、又は会議を召集する暇がないと認められるときは、会長は、

議決すべき事項を専決処分することができる。 
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参考資料１ 

防災教育の取組について 

 
１. 概要 
 

  高齢化や人口減少等により、地域における防災の担い手不足を背景に、災害 

時に適切な判断や行動ができる児童生徒の育成及び災害時における子育て環

境の改善を図ることを目的とした防災教育の取組を実施 

 

２. 令和６年度の取組 
 

①小学生を対象とした防災デジタルハンドブックの作成 

 ・年齢層ごと（小学１～３年、４～６年）に応じた防災デジタルハンドブッ

クを作成・配布し、学校現場の補助教材として活用していただく中で、避

難所での過ごし方など年齢に応じた役割・行動への理解を深める。 

 

②中学生を対象とした出前語らい事業による啓発 

 ・京都市教育委員会及び京都市消防局と連携し、府内市立中学校において、

避難訓練と合わせて事後ワークショップを実施する等、出前講座を通じ

て、日頃から自助・共助の必要性などについて理解を深める。 

 

③高校生を対象とした防災教育プログラムの作成 

・府教育委員会やiREM（特定非営利活動法人地方危機管理研究所）と連携

の上、学校で活用可能な防災教育プログラムを作成し、防災学習の指導例

や避難訓練の工夫例等を示すことで、より実践的な防災学習に繋げる。 

 

④その他 

 ・府内の大学やその他団体への幅広い出前語らいを16件実施（R5実績:6件） 

 

３. 令和７年度の取組 
 

 〇 令和６年度に作成したデジタルハンドブックや防災教育プログラムを活

用し、小・中・高校生の防災教育の充実を図り、災害時にも活躍できる人材

の育成を目指す。 

 

 ○ 引き続き、府・市教育委員会や京都市消防局等関係機関と連携し、出前語

らい等の普及啓発を実施 
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参考資料２ 

 

 

水害等避難行動タイムラインの作成状況について 

 

 

１. 概要 

 

○ 平成 30 年７月豪雨において避難情報の発令が住民の避難行動につなが

らなかったことから、適切な住民避難を促すため、京都府では住民主体に

よる避難行動タイムラインの作成について支援しているところ。 

○ 京都府では、災害危険地域約 1,500地区※を有する自主防災組織等によ

り水害等避難行動タイムライン（地区防災マップ等の市町村独自取組を含

む。以下「タイムライン」という。）の作成を目標としている。 

 ※土砂災害警戒区域又は想定浸水深３ｍ以上の地域を有する地区数 

○ 各市町村の協力・取組により令和７年３月末現在で 1,177地区での作成

が完了したところ。（令和６年３月末時点：1,036地区） 

 

 

２. 今後の取組 

 

①タイムラインの作成促進について 

引き続き、市町村と連携のうえ、職員やタイムライン作成支援人材（防災

士）の派遣による作成支援を実施 

 

②タイムラインの見直しについて 

既に作成済のタイムラインについても、地域状況等に合わせて見直すこ

とが重要であるため、タイムラインの見直しを実施する際にも専門人材等

の派遣を実施 

 

③タイムラインの活用について 

市町村と連携し、水害等避難行動タイムラインを踏まえた避難所の開設

を行うなど、住民自身による適時・的確な避難行動を誘導 
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参考資料３ 

個別避難計画の作成に係る取組について 

 

１. 概要 

 ○ 近年の災害における高齢者等の被害状況から、令和３年５月の災害対策

基本法改正により、避難行動要支援者ごとの個別避難計画について、市町村

による作成が努力義務化されたところ。 

 ○ 国の方針において、｢優先度の高い対象者の計画を５年以内（令和７年度

まで）に作成すること｣とされており、優先度については、社会的孤立度、

本人の心身状況、ハザードリスクから総合的に判断することとされている。 

 ○ 府内市町村の個別避難計画策定率は13.3%（令和６年４月１日時点（※））

未策定市町は２団体（向日市、和束町） 

   ※令和７年４月１日時点の策定率等については調査中 

 

２. 令和６年度の取組 

①未策定市町を中心に、府内市町村への個別避難計画作成の支援 

 ・未策定市町への個別ヒアリング、先進自治体を交えた意見交換会、全体研修

の実施等 

②難病患者等医療的ケアを要する方の個別避難計画作成の促進 

 ・山城北保健所管内市町等意見交換会や難病担当者会議等における制度説明等 

 

３. 令和７年度の取組 

 〇 市町村における計画作成促進を支援する必要があることから、令和７年

度についても、内閣府モデル事業に応募予定 

 〇 研修会や情報共有会の開催により内閣府モデル事業で得たノウハウの共

有、市町村担当者の課題解決を図る。未だ計画作成が出来ていない市町につ

いては、最初の１件というハードルを乗り越えられるよう、個別支援等を実

施 

 〇 保健所等関係機関と連携し、市町村による難病患者等の医療的ケアを要

する方の個別避難計画作成を支援。また、府全域での支援体制の充実に向

け、広域・圏域単位での課題検証や役割整理など、専門家等を交えた検討等

を進める。 

 

（参考：令和７年度内閣府モデル事業） 

都道府県による市町村支援のため、地域の実情に応じた様々な取組事例を

収集、整理し、都道府県による市町村支援を可能とするための知見やノウハ

ウなどの基盤を整備し普及を図る。 
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参考資料４ 

京都府業務継続基本指針及び京都府庁地震業務継続マニュアルの改訂について 

 
 
１．現状について 

 

・京都府庁自体が被災し業務に制約を受けるような状況下においても、応急対策業務や重要継

続業務を速やかに実施するため、京都府業務継続基本指針及び京都府庁地震業務継続マニュ

アル（全庁版・部局版）を運用 

・被災時においても、限られた人的・物的資源を重要継続業務に集中的に投入できるよう、定

期的に指針及びマニュアルの点検を実施 

（前回改訂：指針→令和３年６月改訂 マニュアル→令和４年３月改訂） 

 

※応急対策業務：あらかじめ地域防災計画等で定めている応急対策に係る業務に被災状況に

応じて、速やかに実施する必要が生じた緊急の業務を加えた業務 

重要継続業務：通常業務のうち継続の必要性の高い業務 

２．改訂内容について  
 

①マニュアルの名称変更 

○地震に限らず、あらゆる危機事象に対応するための包括的な方針や手順を示す計画とする。 

・「京都府庁地震業務継続マニュアル」→「京都府庁業務継続計画」に名称を変更 

 

②危機管理センターの機能を踏まえた、内容の修正及び追記 

○危機管理センターの整備に伴い向上した機能や、災害対策本部の運営方法、新たな被害情報

の収集・提供手法などについて、計画へ反映 

 ・常設の災害対策本部会議室の整備に伴い、災害時の活動拠点について追記 

 ・京都府危機管理センター映像情報システムについて追記 

 ・その他、全庁の情報システムに係る停電対策や耐震性の確保等による一層の稼働確保 

対策について追記 

 

➂その他時点更新等（代替庁舎の整理、組織改正、時点更新等） 

○代替庁舎の整理 

   ・被災により、危機管理センターが使用できない場合、被害が小さい府庁舎（京都府庁旧本

館及び各総合庁舎等）を活用し、代替機能を確保 

 

  ○組織改正、時点更新について反映 

・副危機管理監の追記、その他部局名の変更について反映 

・執務環境について時点更新（庁舎の耐震化、電力、エレベーター、空調、上水道及び雑用 

水、通信手段、情報ネットワークシステム等） 

３．今後の運用について  

○今後も限られた人的・物的資源を重要継続業務に集中的に投入できるよう、現行の業務継続

計画等を点検し、必要に応じて見直しを実施 

 

○各部局においても定期的な点検を実施し、令和７年度中に各部局別マニュアルを整理 
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